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Ⅰ　法令事務に関する点検

　１　総会等の開催及び議事録の作製

（１）総会等の開催日の周知状況 ア　周知している イ　周知していない又は周知していなかった

（２）総会等が公開である旨の周知状況 ア　周知している イ　周知していない又は周知していなかった

（３）総会等の議事録の作製 ア　作製している イ　作製していない又は作製していなかった

※　作製までに要した期間については、議事録の作製の手続及びそれに要した平均日数を記入

（４）議事録の内容 ア　詳細なものを作製している イ　概要のみで作製している又は作製していた

（５）議事録の閲覧 ア　閲覧に供している イ　閲覧に供していない又は供していなかった

閲覧者の有無 有 無件

改善措置 　　―

平成22年度の目標及びその達成に向けた活動の点検・評価(案)

農 業 委 員 会 名

都 道 府 県 名

改善措置

福岡県

桂川町農業委員会

　―

改善措置 　―

周知していない場合、
その理由 　―

作製までに要した期
間

総会開催時に録音・メモをとり、5日～7日で制作し、議事録署名人の押印の決裁

改善措置 　―

改善措置 　―



２　事務に関する点検

（１）　農地の権利移動の許可等

（１年間の処理件数：　　　　５　件、うち許可　　　５　件及び不許可　　　　０　件）

（２）　農地転用に関する事務（意見を付して知事への送付）

（１年間の処理件数：　　　　６　件）

　　　－

審議結果等の公表

実施状況

事務局説明後、全体で審議。

　　　－

是正措置

実施状況

是正措置

実施状況 標準処理期間 申請書受理から　　１５ 日

実施状況
申請者等への審議結
果の通知

事実関係の確認

　　　－

農業委員会総会開催時に農業委員の出席者全員で現地確認。

　　　－

申請者への結果通知を行った件数 ５　件

事務局説明後、全体で審議。

　　　－

申請者への結果通知を行わなかった件数

実施状況

是正措置

通知した内容：許可済みの連絡をとり、受付簿に受理印。

点検項目 具体的な内容

総会等での審議

要望があれば閲覧可。

実施状況

是正措置

総会等での審議

実施状況

点検項目

処理期間

処理期間

　　　－

１５　日

是正措置

審議結果等の公表

是正措置

是正措置

事実関係の確認

実施状況

　　　－

　　　－

処理期間（平均）

農業委員会総会開催時に農業委員の出席者全員で現地確認。

実施状況

是正措置

是正措置

具体的な内容

　　　－

１５　日処理期間（平均）申請書受理から　　１５　日標準処理期間

要望があれば閲覧可。

通知しなかった理由：　－

　０　件



（３）　遊休農地に対する指導等

（４）　農業生産法人からの報告への対応

対象者　０ 人

要請の状況
（要請してい
ないものがあ
る場合はその

理由）

点検項目

指導を行わなかった要活用農地の
面積及び筆数並びにその理由

面積　　０ ha 筆数　０ 筆

面積　　０ ha

要活用農地への指導の件数及び
改善状況

管内の要活用農地の面積及び筆
数

遊休農地としては、把握していない。

指導件数　　０ 件 指導面積　０ ha

改善状況

０　法人

指導の結果、耕作された面積及び筆数　　　　　　○ｈａ、○筆
担い手への農地の利用集積に結びついた面積及び筆数　　○ｈａ、○筆

面積　０ ｈａ

理由 農地所有者の耕作・営農状況の調査が未実施なため。

実施状況

対象者　０ 人

筆数　　０ 筆

指導対象者　０ 人

０　法人

うち報告書の督促を行った農業生産法人数

うち報告書提出農業生産法人数 ０　法人

点検項目 実施状況

うち報告書を提出しなかった農業生産法人

要活用農地のうち遊休農地の指導
の開始に際し定めた、市町村長に
対し特定遊休農地である旨の通知
を行う期日が到来しているものの面
積及び筆数並びに市町村長に対
する要請の状況

筆数　０ 筆

農業生産法人の状況について

０　法人

提出しなかった理由

うち督促後に報告書を提出した農業生産法人数

対応方針

農業生産法人の要件を欠くおそれがあるため農業委員会
が必要な措置をとるべきことを勧告した農業生産法人数

対応状況

０　法人

農業生産法人からの報告について

管内の農業生産法人数

０　法人



Ⅱ　促進等事務に関する評価

１　認定農業者等担い手の育成及び確保

（１）　現状、課題及び平成２４年度までの目標

　 農家数

うち主業農家

農業生産法人数

（２）　平成２２年度の目標及び実績

（３）　（２）の目標の達成に向けた活動　

（４）　評価の案

０　法人　　

認定農業者

    ３５７　戸　

現　　　　　状

課　　　　　題

特定農業団体特定農業法人

０　団体　　　

％　　

０　法人　　

    ２７６　戸　

        ０　法人　

・認定農業者の高齢化と後継者不足という問題があり、小規模での兼業農家が多く
なっているので、これからは、後継者や担い手の育成が課題となっている。

０　団体　

１８　経営　 ０　法人　 ０　団体　

・認定農業者志向農家を
重点的に進める。

特定農業団体特定農業法人

１８　経営　　

活動に対する評価の案
・５年毎の更新であるが、
再認定率の向上を図る。

認定農業者

認定農業者

・JA・普及指導センター等
関係機関と十分な相互の
連携の下で、指導体制を
強化する。（経営規模や活
動の内容を確認して直接
個別に支援）

活動実績

・桂川町農業経営改善計
画認定審査会時におい
て、認定農業者の支援の
協議。

活動計画

・集落座談会や農事連絡
長会等での認定制度の周
知の再確認を行う。

２００ 　　％　　 ％　　　

特定農業団体

認定農業者 特定農業法人

平成２４年度までの目標
認定農業者 特定農業法人 特定農業団体

１９　経営　　

特定農業団体

２　経営　　

目　　　　　標　①

実　　　　　績　② ０　団体　　　

１　経営　　

累　　　　　計

達　 成　 率　①／②

０　法人　　

目標に対する評価の案

０　団体　　　

０　法人　　

特定農業法人



２　担い手への農地の利用集積

（１）　現状、課題及び平成２４年度までの目標

　

（２）　平成２２年度の目標及び実績

（３）　（２）の目標の達成に向けた活動　

（４）　評価の案

５　ｈａ　　

・所有者や耕作者が高齢化している。また、担い手や後継者が尐なく、小規模の兼
業農家が多いことから、農地の利用集積も困難になっている。

達　成　状　況 累　　　計

活動計画
・農業委員会総会や、農事連絡長会議等において、農用地利用集積の現状を報
告し、所有者が耕作できなかった場合には、利用集積の推進を行う。

１ ｈａ　　 １８４　ｈａ　　

合　　　計

１８３　ｈａ　　

２０　ｈａ　　 １８３　ｈａ　　

目　　　　　標 実　　　　　績

目標これまでの集積面積
平成２４年度までの目標

集積率

４８３　ｈａ　　                      １７８　ｈａ　　　                  ３６．９０ 　％

課　　　　　題

管内の農地面積 これまでの集積面積
現　　　　　状

利用権設定の制度等についての記事掲載等により農地所有者に周知したい。活動に対する評価の案

・担い手への利用集積をする前に、個人で耕作者を決定してくるため、活動はして
いない。

活動実績

目標に対する評価の案 積極的な農地利用集積の斡旋に取り組む。

　　　　　　　　　　　２５  ％



３　耕作放棄地の解消

（１）　現状、課題及び平成２４年度までの目標

　

（２）　平成２２年度の目標及び実績

（３）　（２）の目標の達成に向けた活動　

（４）　評価の案

・農業委員に自分の管轄している対象農地の図面を配布

・農業委員と事務局の４班体制で対象農地の現地確認を行い、耕作放棄地区分ご
とに集計した。

・計画どおりで妥当である。

活動計画

　　　　　　　　　　　　　２  ｈａ　　　

４８３  ｈａ　　

これまでの解消面積

課　　　　　題
・所有者や耕作者の高齢化、後継者不足で耕作放棄地が増えているため、農地パ
トロールの強化や、地域性などを把握する必要があり、これらの調査に基づき、耕
作放棄地解消に向け取組みを行う。

                      ７．１  ｈａ　　　　　　　　　  　　　１．４６　％
現　　　　　状

管内の農地面積 耕作放棄地の面積 耕作放棄地率

合　　　計

０　ｈａ　　                         ７．１　ｈａ　　2.0　ｈａ　　

目標に対する評価の案

活動に対する評価の案

活動実績

累　　　計

０　 ｈａ　　                           ２  ｈａ　　

達　成　状　況

目標
平成２４年度までの目標

実　　　　　績

・耕作放棄地解消計画は作成できたが、実際に解消に至らなかった。

                            ０　％

目　　　　　標



４　違反転用への適正な対応

（１）　違反転用の状況

（２）　平成２２年度の目標及び実績

　

（３）　（２）の目標の達成に向けた活動

（４）　評価の案

活動計画

活動実績 ・農業委員が日常的に受持ち農地パトロールを行う。

・違反転用の発生・防止するため、広報掲載やチラシを作成して農業者等に周知し
ていく。　農地パトロールを実施し、違反者に対して地区担当農業委員及び関係者
等と協議し、農地法に基づいた対応を図る。

件数　０　件

目標に対する評価の案 ・積極的な違反転用の発見への取り組み。

・違反者の是正指導するため、農林事務所と連携し、是正指導を実施する。

・農地パトロールの強化。

・農業委員が日常的に受持ち農地の見回り。

・農業委員が日常的に受持ち農地パトロールを行う。

面積　　０　ha 　　主な用途

目　　　　　標

違反転用の状況

活動に対する評価の案

実　　　　　績



５　農地パトロール

（１）　平成２２年度の活動計画及び活動実績

（２）　評価の案

６　農地情報の整備と共有化

（１）　平成２２年度の活動計画及び活動実績

（２）　評価の案

・地元農業委員による定期的な農地パトロールを実施していき、年２回程度（７月・３
月）農業委員会委員による農地の巡視を行う。

・定期的及び随時の更新で妥当である。

・農地利用集積の設定時に農地基本台帳を随時修正

農地基本台帳の情報
の更新に関する活動
に対する評価の案

活動に対する評価の案

活動計画
（実施時期、体制、

実施回数等）

共有化に関する活動
に対する評価の案

・農地調査等の活用で妥当である。

活動実績 ・農業委員が日常的に受持ち農地の見回り。

共有化に関する活動計画
・関係機関・団体との農地情報の共有化の方向で検討する。その際、
個人情報保護の観点から、最大限の注意を払う必要がある。

農地基本台帳の情報の更新に関
する活動実績

・農地の権利移動・転用等の申請に基づき、随時農地基本台帳の補
正を実施した。

・毎年4月に固定資産台帳との照合

・農業委員会事務局では、パソコン地図情報システムを共有活用中
・福岡県土地改良連合会による水土里ネット事業のGIS化の検討中

・ほぼ計画どおり活動できた。

農地基本台帳の情報の更新に関
する活動計画

共有化に関する活動実績


